
外国人介護人材受入れについて

福岡県保健医療介護部高齢者地域包括ケア推進課介護人材確保対策室

1



１．介護人材確保の状況

２．介護人材の必要数と介護人材確保対策

３．外国人介護人材受入れに関する制度

2

４．福岡県の取組



介護職員数の推移
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全国と福岡県の有効求人倍率の推移
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福岡県の介護人材の必要数

○介護職員数の需要推計

2022年度の約８万６千人に加え、2026年度末までに約８千５百人

（年間２千人程度）の介護人材を確保する必要がある
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福岡県の外国人介護人材の数

○県内の外国人介護人材の数
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令和４年度 令和５年度

介護福祉士候補者（ＥＰＡ）
41 54

技能実習生（介護職種）
519 843

特定技能（介護分野）
569 1,027

在留資格「介護」
305 472

合計
1,393 2,357

※在留資格「介護」、特定技能は各年１２月末、ＥＰＡ及び技能実習生は各年度末の値を記載



日本語能力試験の目安

日本語能力 目 安

Ｎ１ 幅広い場面で使われる日本語を理解することができる

Ｎ２
日常的な場面で使われる日本語の理解に加えて、より幅広い場面で使われる日本語を理
解することができる

Ｎ３ 日常的な場面で使われる日本語をある程度理解することができる

Ｎ４ 基本的な日本語を理解することができる

Ｎ５ 基本的な日本語をある程度理解することができる
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○ＥＰＡとは？

Economic Partnership Agreement（経済連携協定）の略

→貿易の自由化に加え、さまざまな分野での協力の要素等を含む、

幅広い経済関係の強化を目的とする協定

○二国間の連携強化を目的として、日本の介護施設等で就労・研修

をしながら、日本の介護福祉士資格取得を目指すもの

①ＥＰＡ（経済連携協定）に基づく受入れ
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○在留資格

「特定活動」

○在留期間

・資格取得前４年（４年目に資格取得ができなかった場合も、一定の条

件を満たせば１年延長可）

・資格取得後、介護業務に従事する場合、家族帯同が可能となり、在

留期間の更新回数に制限なし

○雇用して６か月後、または日本語能力がＮ２以上の場合に配置基準に含め
られる（※介護福祉士資格取得前は、訪問系サービスは対象外）

①ＥＰＡ（経済連携協定）に基づく受入れ
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○受入れの仕組み

公益社団法人国際厚生事業団（ＪＩＣＷＥＬＳ：ジクウェルズ）へ求人

登録申請

※受け入れ施設としての要件あり

○福岡県での受入れ状況

・H21年度から今年度までの間に介護福祉士候補者162人を受入れ

（R６年２月末現在、23施設で54人を受入れ中）

・期間満了して国家試験を受験した99人のうち60人が介護福祉士

の資格を取得

①ＥＰＡ（経済連携協定）に基づく受入れ
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○在留資格

「介護」

○在留期間

・５年、３年、１年又は３か月

・家族帯同が可能で、在留期間の更新回数に制限なし

○雇用してすぐに配置基準に含められる

②在留資格「介護」

16



③技能実習制度への介護職種の追加

○在留資格

「技能実習」

○在留期間

・最長５年

・１年ごとの期間更新又は在留資格の変更が必要

○配置基準

・実習開始から６か月後、または日本語能力がＮ２以上の場合に配

置基準に含められる

・訪問系サービスは対象外
17



○技能実習「介護」における固有要件

③技能実習制度への介護職種の追加
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○受入れの仕組み

外国人技能実習機構に許可された監理団体の指導のもと技能

実習計画を作成し、同機構による認定を受けることが必要

③技能実習制度への介護職種の追加
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○福岡県での受入れ状況

Ｒ６年３月末までに外国人技能実習機構に認定された計画のうち、

県内の介護施設等で受け入れる計画は843人

○介護職種受入れに係る許可を受けた監理団体の状況

県内に住所を有する監理団体は75団体（R６年５月14日現在）

③技能実習制度への介護職種の追加
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③技能実習制度への介護職種の追加

○育成就労制度への移行について

・令和６年６月２１日に「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び 技能実習生の保護に関する
法律の一部を改正する法律」が公布され、「育成就労制度」が導入されることが決定。（公布の日から起算して３年以内の政令
で定める日に施行）

・実習制度に代わり新たに制度化される「育成就労制度」については、技能実習制度との整合性について、整理を行いながら
検討を進めることとされた。

・現在、国において育成就労制度の基本的な制度設計が行われているが、今後、就労分野別に条件が別途付与される予定。

項目 技能実習制度 育成就労制度

制度目的 国際貢献、人材育成

（人材育成を通じた技能移転による国際
貢献を目的とする）

人材育成、人材確保

（特定技能１号水準の技能を有する人材育成
及び確保を目的とする）

在留資格 技能実習１号・２号・３号 育成就労

滞在修了後 原則帰国 特定技能１号に移行することを想定

在留期間 最長５年 原則３年

日本語能力 Ｎ４相当 Ｎ５相当

転籍 原則不可 やむを得ない事情がある場合や、本人の意
向による転籍が可能。

＜技能実習制度と育成就労制度の比較＞（令和６年８月現在）



○入管法改正（H30年12月）により、在留資格に「特定技能１号」「特定

技能２号」を追加（H31年４月１日施行）

○中小・小規模事業者をはじめとした深刻化する人手不足に対応する

ため、生産性向上や国内人材の確保のため取組みを行ってもなお

人材を確保することが困難な状況にある産業上の分野において、一

定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受入れ

④介護分野における特定技能の在留資格に基づく受入れ
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○在留資格

「特定技能１号」

⇒対象14分野に「介護分野」が含まれる

※「特定技能２号」（熟練した技能を要する業務に従事する場合）は対象外

○在留期間

・最長５年

・家族帯同不可

○雇用してすぐに配置基準に含められる（ただし、６か月間は日本人職員が

一体となって介護にあたる、介護技術習得の機会を提供するなど、受入れ

施設においてケアの安全性を確保するためのサポート体制が必要）

④介護分野における特定技能の在留資格に基づく受入れ
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〇人材基準

技能水準：介護技能評価試験等の技能水準

日本語能力水準：国際交流基金日本語基礎テスト又は日本語能力試験

（Ｎ４以上）に加えて介護日本語評価試験

〇従事する業務

・身体介護等（利用者の心身の状況に応じた入浴、食事、排泄の介

助等）

・付随する支援業務（レクリエーションの実施、機能訓練の補助等）

・訪問系サービスは対象外

④介護分野における特定技能の在留資格に基づく受入れ
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〇在留資格が「技能実習」、「特定技能」または在留資格「特定活動」で介護福祉士資格
が未取得の場合、現状では施設系サービスのみ従事可能。

〇令和６年６月に国の「外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会」において、
「技能実習」「特定技能」及び介護福祉士資格未取得の「特定活動」の外国人にも、訪問
系サービスへの従事を認めるべきであるという意見が出された。

〇検討会意見に基づき、国で就業要件を整理中であり、早ければ令和７年度に就労可
能とするための告示改正が行われる。

⑤訪問系サービスにおける外国人介護人材の就労について
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ＥＰＡに基づく外国人介護福祉士候補者が介護福祉士国家試験に合

格できるよう、受入れ施設が行う日本語及び介護分野の専門的な知識

に係る学習の支援に要する経費に対して助成

①外国人介護福祉士候補者支援事業
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補助上限額

対象経費 基準額 補助率

日本語学習、介護分野の専門知識の学習及び
学習環境の整備に要する経費

候補者１人につき 150,000円
（入国年度は就労月数に応じて月割計算）

10／10喀痰吸引等研修の受講に要する経費 候補者１人につき 75,000円

外国人介護福祉士候補者の研修担当者の活動
に要する諸手当

１受入れ施設 60,000円



介護福祉士養成施設における、若年世代・留学生の確保のための

取組や、留学生に対するカリキュラム外の日本語学習等の取組に必

要な経費に対して助成

②外国人留学生等の参入促進事業
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②外国人留学生等の参入促進事業
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対象経費 補助上限額 補助率

国内人材の確保に関する事業

８０万円

10／10外国人留学生の確保に関する事業

２００万円

・介護の専門性や意義などを伝達するための出前講座の
実施に係る経費

・介護施設・事業所と連携して実施する介護の仕事内容の
ＰＲに係る経費

・介護福祉士を目指す留学生を確保するためのＰＲや、現
地教育機関等からの情報収集や現地における留学予定者
に対する説明会の開催等に係る経費

・留学生に対する日本語学習等の課外事業の実施に要す
る経費



介護福祉士資格の取得を目指す意欲ある留学生の修学期間中の支援を図り、将来当該留学生を介護
職員として雇用しようとする介護施設等の負担を軽減するため、介護施設等が行う奨学金等の一部を助成

※１ 病気等真にやむを得ないと実施主体の長が認める事由により留年した期間については補助対象期間に含める。

※２ 民間賃貸住宅の家賃のほか、食費・光熱費等日常生活上で継続的に発生する経費。

※３ 入居に係る初期費用等について、該当月に限り、月50,000円まで加算する。

③外国人留学生奨学金等支援事業
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１ 対象経費
補助上限額

４ 補助対象期間
２ 基準額 ３ 補助率

日本語学校
学費 年額600,000円以内 基準額の

１／３
１年以内

居住費などの生活費※１ 年額360,000円以内

介護福祉士
養成施設

学費 年額600,000円以内

基準額の
１／３

正規の修学期間※２

（２～４年）

入学準備金
200,000円以内
（１回限り）

就職準備金
200,000円以内
（１回限り）

国家試験受験対策費用 一年度40,000円以内

居住費などの生活費※１ 年額600,000円以内※３



○ 介護福祉士の養成・確保、また介護人材の確保に資することを目的

として、養成施設在学者に対し、資金の貸し付けを行う。

（※一定期間内で介護業務に従事した場合は返還を免除される）

④介護福祉士就学資金貸付制度

31

事業名 介護福祉士修学資金貸付事業

財源 国（生活困窮者就労準備事業費等補助金）9/10・県（交付税措置）1/10

事業概要 介護福祉士養成施設に在学し、介護福祉士の資格の取得を目指す学生に対し修学資金を貸し付けるもの。

貸付
対象者

介護福祉士養成施設に在学する者で、卒業後、県内において介護等の業務に従事する予定の者（経済的要件あり）

貸付
上限額

学費：月額 50,000円以内
入学準備金：200,000円以内（初回貸付時に限る）
就職準備金：200,000円以内（最終貸付時に限る）
国家試験受験対策費用：1年度当たり 40,000円以内
生活費加算：月額 40,190円～32,610円程度（住民税非課税世帯の子等に限る）

返還免除
介護福祉士養成施設を卒業した日から１年以内に介護福祉士の登録を行い、県内において、５年以上、介護等の業務
に従事した場合（全額）



○ 平成３０年３月から、留学生が利用しやすいように保証人の要件を

緩和

・必要な保証人数を２人から１人に変更（未成年の場合例外あり）

・法人も保証人となれるよう規定を整備

④介護福祉士就学資金貸付制度

32

全体
うち留学生

（）内は法人保証によるもの

令和３年度
貸付契約締結者数 177人

125人
（125人）

貸付決定額 282,850千円 201,040千円

令和４年度
貸付契約締結者数 187人

132人
（129人）

貸付決定額 289,087千円 211,200千円

令和５年度
貸付契約締結者数 152人

115人
（113人）

貸付決定額 245,697千円 187,640千円



○ 県内で就労する介護職種の技能実習生及び介護分野における特定技能外国人を主な

対象として、円滑に就労・定着できることを目的として、介護の基本や介護の日本語、コミュ

ニケーション技術等に関する研修を、集合・オンラインのハイブリッド形式で実施。

○ 研修内容

・介護の基本

・コミュニケーション技術

・文化の理解

・介護の日本語（生活や介護現場で使用する漢字、文章の読み書き、方言、介護

記録の読み書き 等）

○ 研修体制、実施場所（予定）

福岡・北九州・筑豊・筑後の４地区に分け、それぞれの地区もしくはオンラインで実施予定。

⑤外国人介護人材受入支援事業

33



○ 外国人介護職員を受け入れる（予定を含む）介護サービス事業所等

が行うコミュニケーション支援等の経費の一部や、外国人留学生が在

籍する介護福祉士養成施設が教育の資質の向上等に必要な取組を

行う場合の経費の一部を補助。

○ 対象経費、補助率等

※補助限度額は１施設あたり

⑥外国人介護人材受入施設等環境整備事業

34

対象事業所 対象経費 補助率 補助上限額

介護サービス事業所等
コミュニケーション支援、学習支援、生活支援に必要
な取組の経費

2/3 200千円

介護福祉士養成施設 教育の資質の向上等に必要な取組の経費 10/10 550千円



○ 「外国人材受入企業相談窓口」

・外国人材の受け入れに際し、在留資格や労働関係法令等、事業主が理解・遵守しなけれ
ばならない多くの法令等がある。

・外国人労働者が在留資格の範囲内でその能力を十分に発揮して適正に就労できるよう、
県内企業を対象に窓口での相談対応や講習会を実施。

⑦その他の取組

35

福岡県外国人材受入相談窓口

○所在地 福岡市博多区東公園2番31号 福岡県行政書士会館内

○電話番号 ０１２０－８６－２９０５
（受付時間：月曜日から金曜日 午前１０時から午後５時（国民の休日及び12月29日から１月3日を除く））

○メール soudan01＠gyosei-fukuoka.or.jp（受付時間：常時）



○ 外国人介護人材のための介護福祉士国家資格取得支援講座

・介護福祉士を目指す外国人介護人材を対象に、介護福祉士国家資格取得支援講座を開催。

○ 外国人介護人材無料相談サポート

・介護現場で就労する外国人介護人材を対象に多言語で対応

＜主な対応内容＞

生活に関すること、ＶＩＳＡに関すること、日本語学習に関すること、労務管理に関すること

《参考》国の外国人介護人材に関する主な事業
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相談窓口専用電話：０１２０－１１８－３７０（国内のみ）
＋８１－３－６２０６－１１２９（海外から）

※詳しくは、国際厚生事業団ホームページ＞がいこくじん＞無料相談サポート

日本介護福祉士会ＨＰ：https://www.jaccw.or.jp/projects/kokusai
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〇国際介護人材支援Webサイト「にほんごをまなぼう」

介護現場で必要な日本語能力や基礎的な介護技能を身につけ、介護福祉士

国家試験等の試験対策やユーザー同士のコミュニケーションの場を提供する

Webサイトとして、日本介護福祉士会が作成・運営。

指導者・管理者向けの機能もあり、外国人の学習の進捗管理等も行える。

《参考》国の外国人介護人材に関する主な事業

国際介護人材支援Webサイト「にほんごをまなぼう」
https://aft.kaigo-nihongo.jp/rpv/
※利用には利用者登録が必要です。

https://aft.kaigo-nihongo.jp/rpv/

